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基
本
的
な
課
題

Ⅰ
．
税
・
財
政
改
革
の
あ
り
方

１
．
財
政
健
全
化
に
向
け
て

○
今
後
の
税
財
政
を
考
え
る
う
え
で
重
要
な
要
素

と
な
る
の
は
団
塊
の
世
代
の
動
向
で
あ
る
。
こ

の
世
代
の
先
頭
が
後
期
高
齢
者
入
り
す
る
の
は

2
0
2
2
年
で
あ
り
、
2
0
2
5
年
度
は
団
塊
の

世
代
す
べ
て
が
後
期
高
齢
者
に
達
す
る
年
で
あ

る
。
つ
ま
り
、
政
府
の
Ｐ
Ｂ
黒
字
化
目
標
年
度
は

遅
す
ぎ
る
わ
け
で
、
本
来
な
ら
団
塊
の
世
代
の
先

頭
が
後
期
高
齢
者
入
り
す
る
前
に
黒
字
化
目
標
を

設
定
す
べ
き
で
あ
る
。

（
１
）
今
般
の
消
費
税
率
10
％
へ
の
引
き
上
げ
は
、

財
政
健
全
化
と
社
会
保
障
の
安
定
財
源
確
保
の
た

め
に
不
可
欠
だ
っ
た
。
税
率
引
き
上
げ
に
よ
る
悪

影
響
を
緩
和
す
る
等
の
環
境
整
備
は
必
要
だ
が
、

本
年
度
に
引
き
続
き
、
来
年
度
当
初
予
算
に
お
い

て
も
臨
時
・
特
別
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
て

い
る
。
し
か
し
、
そ
れ
が
バ
ラ
マ
キ
政
策
と
な
っ

て
は
な
ら
な
い
。

（
２
）
政
府
は
、
2
0
1
6
年
度
か
ら
18
年
度
の

３
年
間
を
集
中
改
革
期
間
と
位
置
づ
け
、
政
策
経

費
の
増
加
額
を
1
・
6
兆
円
（
社
会
保
障
費
1
・

5
兆
円
、
そ
の
他
0
・
1
兆
円
）
程
度
に
抑
制
す

る
目
安
を
達
成
し
た
。
2
0
1
9
年
度
か
ら
21
年

度
の
基
盤
強
化
期
間
に
つ
い
て
も
、
引
き
続
き
社

会
保
障
費
の
増
加
額
を
抑
制
す
る
目
安
を
示
し
、

改
革
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。

（
３
）財
政
健
全
化
は
国
家
的
課
題
で
あ
り
、歳
出
、

歳
入
の
一
体
的
改
革
に
よ
っ
て
進
め
る
こ
と
が
重

要
で
あ
る
。
歳
入
で
は
安
易
に
税
の
自
然
増
収
を

前
提
と
す
る
こ
と
な
く
、
ま
た
歳
出
に
つ
い
て
は

聖
域
を
設
け
ず
に
分
野
別
の
具
体
的
な
削
減
の
方

策
と
工
程
表
を
明
示
し
、
着
実
に
改
革
を
実
行
す

る
よ
う
求
め
る
。

（
４
）
今
般
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
伴
っ
て
本

年
10
月
よ
り
軽
減
税
率
制
度
が
導
入
さ
れ
る
が
、

こ
れ
に
よ
る
減
収
分
に
つ
い
て
は
安
定
的
な
恒
久

財
源
を
確
保
す
る
べ
き
で
あ
る
。

（
５
）
国
債
の
信
認
が
揺
ら
い
だ
場
合
、
長
期
金

利
の
急
上
昇
な
ど
金
融
資
本
市
場
に
多
大
な
影
響

を
与
え
、成
長
を
阻
害
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

政
府
・
日
銀
に
は
、
市
場
の
動
向
を
踏
ま
え
た
細

心
の
政
策
運
営
を
求
め
た
い
。

２
．
社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
基
本
的
考
え
方

○
社
会
保
障
給
付
費
の
財
源
は
公
費
と
保
険
料
で

あ
る
。
適
正
な
「
負
担
」
と
重
点
化
・
効
率
化
に

よ
る
「
給
付
」
の
抑
制
を
可
能
な
限
り
実
行
し
な

い
と
、
持
続
可
能
な
社
会
保
障
制
度
の
構
築
も
財

政
の
健
全
化
も
実
現
で
き
な
い
。
と
り
わ
け
、
医

療
と
介
護
の
分
野
は
給
付
の
急
増
が
見
込
ま
れ
て

お
り
、
こ
こ
に
改
革
の
メ
ス
を
ど
う
入
れ
る
か
が

重
要
に
な
る
。

○
超
高
齢
化
社
会
が
急
速
に
進
展
す
る
今
、
社
会

保
障
は
「
自
助
」「
公
助
」「
共
助
」
の
役
割
と
範

囲
を
改
め
て
見
直
す
必
要
が
あ
る
が
、
そ
の
際
に

重
要
な
の
は
公
平
性
の
視
点
で
あ
る
。
た
と
え
ば

医
療
保
険
の
窓
口
負
担
や
介
護
保
険
の
利
用
者
負

担
な
ど
の
本
人
負
担
に
つ
い
て
は
、
高
齢
者
に
お

い
て
も
負
担
能
力
に
応
じ
る
こ
と
を
原
則
と
す
る

必
要
が
あ
る
。

（
１
）
年
金
に
つ
い
て
は
、「
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド

の
厳
格
対
応
」、「
支
給
開
始
年
齢
の
引
き
上
げ
」、

「
高
所
得
高
齢
者
の
基
礎
年
金
国
庫
負
担
相
当
分

の
年
金
給
付
削
減
」
等
、
抜
本
的
な
施
策
を
実
施

す
る
。

（
２
）
医
療
は
産
業
政
策
的
に
成
長
分
野
と
位
置

付
け
、
大
胆
な
規
制
改
革
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

給
付
の
急
増
を
抑
制
す
る
た
め
に
診
療
報
酬
（
本

体
）
体
系
を
見
直
す
と
と
も
に
、
政
府
目
標
で
あ

る
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
の
普
及
率
80
％
以
上
も
早
期
に

達
成
す
る
。

（
３
）
介
護
保
険
に
つ
い
て
は
、
制
度
の
持
続
性

を
高
め
る
た
め
に
真
に
介
護
が
必
要
な
者
と
そ
う

で
な
い
者
と
に
メ
リ
ハ
リ
を
つ
け
、
給
付
及
び
負

担
の
あ
り
方
を
見
直
す
。

（
４
）
生
活
保
護
に
つ
い
て
は
、
給
付
水
準
の
あ

り
方
な
ど
を
見
直
す
と
と
も
に
、
不
正
受
給
の
防

止
な
ど
さ
ら
な
る
厳
格
な
運
用
が
不
可
欠
で
あ
る
。

（
５
）
少
子
化
対
策
で
は
、
現
金
給
付
よ
り
保
育

所
や
学
童
保
育
等
を
整
備
す
る
な
ど
の
現
物
給
付

に
重
点
を
置
く
べ
き
で
あ
る
。
そ
の
際
、
企
業
も

積
極
的
に
子
育
て
支
援
に
関
与
で
き
る
よ
う
、
企

業
主
導
型
保
育
事
業
の
さ
ら
な
る
活
用
に
向
け
て

検
討
す
る
。

　

ま
た
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
等
の
取
り
組
み

を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
に
は
安
定
財
源
を
確
保

す
る
必
要
が
あ
る
。

（
６
）
企
業
へ
の
過
度
な
保
険
料
負
担
を
抑
え
、

経
済
成
長
を
阻
害
し
な
い
よ
う
な
社
会
保
障
制
度

の
確
立
が
求
め
ら
れ
る
。

３
．
行
政
改
革
の
徹
底

○
今
般
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
は
国
民
に
痛
み
を

求
め
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
前
提
と
し
て
「
行
革

の
徹
底
」
が
不
可
欠
で
あ
っ
た
こ
と
を
想
起
せ
ね

ば
な
ら
な
い
。
地
方
を
含
め
た
政
府
・
議
会
が「
ま

ず
隗
よ
り
始
め
よ
」
の
精
神
に
基
づ
き
自
ら
身
を

削
る
の
で
あ
る
。

（
１
）
国･
地
方
に
お
け
る
議
員
定
数
の
大
胆
な
削

減
と
歳
費
の
抑
制
。

（
２
）
厳
し
い
財
政
状
況
を
踏
ま
え
、
国
・
地
方

公
務
員
の
人
員
削
減
と
、
能
力
を
重
視
し
た
賃
金

体
系
に
よ
る
人
件
費
の
抑
制
。

（
３
）
特
別
会
計
と
独
立
行
政
法
人
の
無
駄
の
削
減
。

（
４
）
積
極
的
な
民
間
活
力
導
入
を
行
い
成
長
に

つ
な
げ
る
。

４
．
消
費
税
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応
措
置

○
本
年
10
月
か
ら
導
入
さ
れ
る
軽
減
税
率
制
度
は

事
業
者
の
事
務
負
担
が
大
き
い
う
え
、
税
制
の
簡

素
化
、
税
務
執
行
コ
ス
ト
お
よ
び
税
収
確
保
な
ど

の
観
点
か
ら
問
題
が
多
い
。
こ
の
た
め
、
か
ね
て

か
ら
税
率
10
％
程
度
ま
で
は
単
一
税
率
が
望
ま
し

く
、
低
所
得
者
対
策
は
「
簡
素
な
給
付
措
置
」
の

見
直
し
で
対
応
す
る
の
が
適
当
で
あ
る
こ
と
を
指

摘
し
て
き
た
。
軽
減
税
率
制
度
導
入
後
は
、
国
民

や
事
業
者
へ
の
影
響
、
低
所
得
者
対
策
の
効
果
等

を
検
証
し
、
問
題
が
あ
れ
ば
同
制
度
の
是
非
を
含

め
て
見
直
し
が
必
要
で
あ
る
。

（
１
）
現
在
施
行
さ
れ
て
い
る「
消
費
税
転
嫁
対
策

特
別
措
置
法
」
の
効
果
等
を
検
証
し
、
中
小
企
業

が
適
正
に
価
格
転
嫁
で
き
る
よ
う
、
さ
ら
に
実
効

性
の
高
い
対
策
を
と
る
べ
き
で
あ
る
。

（
２
）
消
費
税
の
滞
納
防
止
は
税
率
の
引
き
上
げ

に
伴
っ
て
よ
り
重
要
な
課
題
と
な
る
。
消
費
税
の

制
度
、
執
行
面
に
お
い
て
さ
ら
な
る
対
策
を
講
じ

る
必
要
が
あ
る
。

（
３
）
シ
ス
テ
ム
改
修
や
従
業
員
教
育
な
ど
、
事

務
負
担
が
増
大
す
る
中
小
企
業
に
対
し
て
特
段
の

配
慮
が
求
め
ら
れ
る
。

５
．
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て

○
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
は
す
で
に
運
用
段
階
に

入
っ
て
い
る
が
、
依
然
と
し
て
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
の
普
及
率
が
低
い
な
ど
、
国
民
や
事
業
者

が
正
し
く
制
度
を
理
解
し
て
い
る
と
は
言
い
難

い
。
政
府
は
引
き
続
き
、
制
度
の
意
義
等
の
周
知

に
努
め
、
そ
の
定
着
に
向
け
本
腰
を
入
れ
て
取
り

組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
。

６
．
今
後
の
税
制
改
革
の
あ
り
方

Ⅱ
．
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策

１
．
法
人
実
効
税
率
に
つ
い
て

○〝
先
進
国
ク
ラ
ブ
〟と
称
さ
れ
る
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ（
経

済
協
力
開
発
機
構
）
加
盟
国
の
法
人
実
効
税
率
平

均
は
25
％
、
ア
ジ
ア
主
要
10
カ
国
の
平
均
は
22
％

全
国
法
人
会
総
連
合

令　
和

２
年
度

要約

税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
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と
な
っ
て
い
る
。
米
国
も
ト
ラ
ン
プ
税
制
改
革
で

我
が
国
水
準
以
下
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。

○
Ｅ
Ｕ
内
で
は
一
部
に
引
き
下
げ
行
き
過
ぎ
論
も

出
て
い
る
が
、
我
が
国
の
水
準
が
比
較
的
高
い
と

い
う
現
実
に
変
わ
り
は
な
い
。
国
際
競
争
力
強
化

な
ど
の
観
点
か
ら
、
今
般
の
法
人
実
効
税
率
引
き

下
げ
の
効
果
等
を
確
認
し
つ
つ
、
さ
ら
な
る
引
き

下
げ
も
視
野
に
入
れ
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

２
．
中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る
税
制
措
置

（
１
）
中
小
法
人
に
適
用
さ
れ
る
軽
減
税
率
の
特

例
15
％
を
本
則
化
す
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、
昭
和

56
年
以
来
、
8
0
0
万
円
以
下
に
据
え
置
か
れ
て

い
る
軽
減
税
率
の
適
用
所
得
金
額
を
、
少
な
く
と

も
１
、6
0
0
万
円
程
度
に
引
き
上
げ
る
。

（
２
）
租
税
特
別
措
置
に
つ
い
て
は
、
公
平
性
・

簡
素
化
の
観
点
か
ら
、
政
策
目
的
を
達
し
た
も
の

や
適
用
件
数
の
少
な
い
も
の
は
廃
止
を
含
め
て
整

理
合
理
化
を
行
う
必
要
は
あ
る
が
、
中
小
企
業
の

技
術
革
新
な
ど
経
済
活
性
化
に
資
す
る
措
置
は
、

以
下
の
と
お
り
制
度
を
拡
充
し
た
う
え
で
本
則
化

す
べ
き
で
あ
る
。

①
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ
い
て
は
、
対
象

設
備
を
拡
充
し
た
う
え
、「
中
古
設
備
」を
含
め
る
。

②
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の
損
金
算
入

の
特
例
措
置
に
つ
い
て
は
、
損
金
算
入
額
の
上
限

（
合
計
3
0
0
万
円
）を
撤
廃
し
全
額
を
損
金
算
入

と
す
る
。
な
お
、そ
れ
が
直
ち
に
困
難
な
場
合
は
、

令
和
2
年
3
月
末
日
ま
で
と
な
っ
て
い
る
特
例
措

置
の
適
用
期
限
を
延
長
す
る
。

（
３
）
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
（
中
小
企
業
等

経
営
強
化
法
）
や
、
中
小
企
業
が
取
得
す
る
償
却

資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
の
特
例
（
生
産
性
向
上

特
別
措
置
法
）
等
を
適
用
す
る
に
当
た
っ
て
は
、

手
続
き
を
簡
素
化
す
る
と
と
も
に
、
事
業
年
度
末

（
賦
課
期
日
）
が
迫
っ
た
申
請
や
認
定
に
つ
い
て

弾
力
的
に
対
処
す
る
。

３
．
事
業
承
継
税
制
の
拡
充

○
我
が
国
企
業
の
大
半
を
占
め
る
中
小
企
業
は
、

地
域
経
済
の
活
性
化
や
雇
用
の
確
保
な
ど
に
大
き

く
貢
献
し
て
い
る
。
そ
の
中
小
企
業
が
相
続
税
の

負
担
等
に
よ
っ
て
事
業
が
承
継
で
き
な
く
な
れ

ば
、
経
済
社
会
の
根
幹
が
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る
。

平
成
30
年
度
の
税
制
改
正
で
は
比
較
的
大
き
な
見

直
し
が
行
わ
れ
た
が
、
さ
ら
な
る
抜
本
的
な
対
応

が
必
要
と
考
え
る
。

（
１
）
事
業
用
資
産
を
一
般
資
産
と
切
り
離
し
た

本
格
的
な
事
業
承
継
税
制
の
創
設

　

我
が
国
の
納
税
猶
予
制
度
は
、
欧
州
主
要
国
と

比
較
す
る
と
限
定
的
な
措
置
に
と
ど
ま
っ
て
お

り
、
欧
州
並
み
の
本
格
的
な
事
業
承
継
税
制
が
必

要
で
あ
る
。
と
く
に
、
事
業
に
資
す
る
相
続
に
つ

い
て
は
、
事
業
従
事
を
条
件
と
し
て
他
の
一
般
財

産
と
切
り
離
し
、
非
上
場
株
式
を
含
め
て
事
業
用

資
産
へ
の
課
税
を
軽
減
あ
る
い
は
免
除
す
る
制
度

の
創
設
が
求
め
ら
れ
る
。

（
２
）
相
続
税
、贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度
の
充
実

　

平
成
30
年
度
税
制
改
正
で
は
、
中
小
企
業
の
代

替
わ
り
を
促
進
す
る
た
め
、
10
年
間
の
特
例
措
置

と
し
て
同
制
度
の
拡
充
が
行
わ
れ
た
こ
と
は
評
価

で
き
る
が
、
事
業
承
継
が
よ
り
円
滑
に
実
施
で
き

る
よ
う
以
下
の
措
置
を
求
め
る
。

①
猶
予
制
度
で
は
な
く
免
除
制
度
に
改
め
る
と
と

も
に
、
平
成
29
年
以
前
の
制
度
適
用
者
に
対
し
て

も
適
用
要
件
を
緩
和
す
る
な
ど
配
慮
す
べ
き
で
あ

る
。

②
国
は
円
滑
な
事
業
承
継
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
経

営
者
に
向
け
た
制
度
周
知
に
努
め
る
必
要
が
あ

る
。
な
お
、
特
例
制
度
を
適
用
す
る
た
め
に
は
、

令
和
5
年
3
月
末
日
ま
で
に「
特
例
承
継
計
画
」を

提
出
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
こ
の
制
度
を
踏
ま
え

て
こ
れ
か
ら
事
業
承
継
の
検
討
（
後
継
者
の
選
任

等
）
を
始
め
る
企
業
に
と
っ
て
は
時
間
的
な
余
裕

が
な
い
こ
と
等
が
懸
念
さ
れ
る
。
こ
の
た
め
、
計

画
書
の
提
出
期
限
に
つ
い
て
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

Ⅲ
．
地
方
の
あ
り
方

○
国
と
地
方
の
役
割
分
担
を
見
直
し
、
財
政
や
行

政
の
効
率
化
を
図
る
地
方
分
権
化
は
地
方
活
性
化

の
上
で
も
重
要
で
あ
る
。
そ
の
際
に
は
地
方
の
自

立
・
自
助
の
理
念
が
不
可
欠
で
あ
る
。
地
方
創
生

戦
略
を
推
進
す
る
う
え
で
も
こ
の
理
念
は
極
め
て

重
要
に
な
ろ
う
。

○「
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
」の
返
礼
品
ア
ピ
ー
ル
競

争
を
み
て
い
る
と
、
あ
ま
り
に
安
易
で
地
方
活
性

化
に
正
面
か
ら
取
り
組
も
う
と
し
て
い
る
の
か
疑

問
を
呈
さ
ざ
る
を
得
な
い
。
住
民
税
は
本
来
、
居

住
自
治
体
の
会
費
で
あ
り
、
他
の
自
治
体
に
納
税

す
る
こ
と
は
地
方
税
の
原
則
に
そ
ぐ
わ
な
い
と
の

指
摘
も
あ
る
。
納
税
先
を
納
税
者
の
出
身
自
治
体

に
限
定
す
る
な
ど
、
さ
ら
な
る
見
直
し
が
必
要
で

あ
る
。

○
地
方
交
付
税
制
度
は
国
が
地
方
の
不
足
財
源
を

手
厚
く
保
障
す
る
機
能
を
有
し
て
お
り
、
そ
れ
が

地
方
の
財
政
規
律
を
歪
め
て
い
る
と
し
て
改
革
が

求
め
ら
れ
て
き
た
。
地
方
は
国
に
頼
る
だ
け
で
な

く
、
自
ら
の
責
任
で
行
財
政
改
革
を
進
め
地
方
活

性
化
策
を
企
画
・
立
案
し
実
行
し
て
い
か
ね
ば
な

ら
な
い
。

（
１
）
地
方
創
生
で
は
、さ
ら
な
る
税
制
上
の
施
策

に
よ
る
本
社
機
能
移
転
の
促
進
、
地
元
の
特
性
に

根
差
し
た
技
術
の
活
用
、
地
元
大
学
と
の
連
携
な

ど
に
よ
る
技
術
集
積
づ
く
り
や
人
材
育
成
等
、
実

効
性
の
あ
る
改
革
を
大
胆
に
行
う
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、
中
小
企
業
の
事
業
承
継
の
問
題
は
地
方
創

生
戦
略
と
の
関
係
か
ら
も
重
要
で
あ
り
、
集
中
的

に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。

（
２
）
広
域
行
政
に
よ
る
効
率
化
に
つ
い
て
検
討
す

べ
き
で
あ
る
。
基
礎
自
治
体（
人
口
30
万
人
程
度
）

の
拡
充
を
図
る
た
め
、
さ
ら
な
る
市
町
村
合
併
を

推
進
し
、
合
併
メ
リ
ッ
ト
を
追
求
す
る
必
要
が
あ

る
。

（
３
）
国
に
比
べ
て
身
近
で
小
規
模
な
事
業
が
多

い
地
方
の
行
財
政
改
革
に
は
、「
事
業
仕
分
け
」

の
よ
う
な
民
間
の
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
活
か
し
た
手

法
が
有
効
で
あ
り
、
各
自
治
体
で
広
く
導
入
す
べ

き
で
あ
る
。

（
４
）
地
方
公
務
員
給
与
は
近
年
、
国
家
公
務
員

給
与
と
比
べ
た
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
（
全
国
平
均

ベ
ー
ス
）
が
改
善
せ
ず
に
高
止
ま
り
し
て
お
り
、

適
正
な
水
準
に
是
正
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た

め
に
は
国
家
公
務
員
に
準
拠
す
る
だ
け
で
な
く
、

地
域
の
民
間
企
業
の
実
態
に
準
拠
し
た
給
与
体
系

に
見
直
す
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

（
５
）
地
方
議
会
は
、
議
会
の
あ
り
方
を
見
直
し
、

大
胆
に
ス
リ
ム
化
す
る
と
と
も
に
、
よ
り
納
税
者

の
視
点
に
立
っ
て
行
政
に
対
す
る
チ
ェ
ッ
ク
機
能

を
果
た
す
べ
き
で
あ
る
。ま
た
、高
す
ぎ
る
議
員
報

酬
の
一
層
の
削
減
と
政
務
活
動
費
の
適
正
化
を
求

め
る
。
行
政
委
員
会
委
員
の
報
酬
に
つ
い
て
も
日

当
制
を
広
く
導
入
す
る
な
ど
見
直
す
べ
き
で
あ
る
。

Ⅳ
．
震
災
復
興

○
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
向
け
て
復
興
期

間
の
後
期
で
あ
る
「
復
興
・
創
生
期
間
（
平
成
28

年
度
～
令
和
2
年
度
）」も
4
年
目
に
入
っ
て
い
る

が
、
被
災
地
の
復
興
、
産
業
の
再
生
は
い
ま
だ
道

半
ば
で
あ
る
。
今
後
の
復
興
事
業
に
当
た
っ
て
は

こ
れ
ま
で
の
効
果
を
十
分
に
検
証
し
、
予
算
を
適

正
か
つ
迅
速
に
執
行
す
る
と
と
も
に
、
原
発
事
故

へ
の
対
応
を
含
め
て
引
き
続
き
、
適
切
な
支
援
を

行
う
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
被
災
地
に
お
け
る
企

業
の
定
着
、
雇
用
確
保
を
図
る
観
点
な
ど
か
ら
、

実
効
性
の
あ
る
措
置
を
講
じ
る
よ
う
求
め
る
。

○
近
年
、
熊
本
地
震
を
は
じ
め
地
震
や
台
風
な
ど

に
よ
る
大
規
模
な
自
然
災
害
が
相
次
い
で
発
生
し

て
い
る
が
、
東
日
本
大
震
災
の
対
応
な
ど
を
踏
ま

え
、適
切
な
支
援
と
実
効
性
の
あ
る
措
置
を
講
じ
、

被
災
地
の
確
実
な
復
旧
・
復
興
等
に
向
け
て
取
り

組
ま
ね
ば
な
ら
な
い
。

○
近
年
、
自
然
災
害
に
よ
り
甚
大
な
被
害
が
発
生

し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
震
災
特
例
法
と
同
じ

く
、
災
害
等
に
係
る
雑
損
失
の
繰
越
控
除
期
間
を

5
年（
現
行
3
年
）に
延
長
す
る
こ
と
。（「
個
別
事

項
」
参
照
）

Ⅴ
．
そ
の
他

１
．
納
税
環
境
の
整
備

２
．
租
税
教
育
の
充
実



〈
中
山
・
白
島
〉下
井

〈
袋
町
・
尾
長
〉小
川

〈
基
町
・
牛
田
〉池
邉

〈
尾
長
・
牛
田
〉松
岡

〈
広
島
三
育
学
院
・
千
田
〉中
本

〈
白
島
〉川
村

〈
大
州
〉篤

〈
尾
長
・
中
山
〉福
山

〈
牛
田
〉上
野

〈
戸
坂
城
山
・
牛
田
新
町
・
安
田
・
矢
賀
〉方
井

〈
早
稲
田
〉木
村

〈
牛
田
〉下
西

〈
千
田
〉畠
田

〈
牛
田
〉森
脇

〈
尾
長
・
中
山
〉村
田

〈
戸
坂
〉山
本

〈
戸
坂
〉永
野

〈
早
稲
田
・
牛
田
〉岡

〈
牛
田
新
町
〉岩
田

〈
牛
田
新
町
・
安
田
〉岡
本

〈
戸
坂
〉今
西

〈
矢
賀
〉沖
花
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小学校名 開催日
尾長 5月23日（木）

戸坂城山 7月 8日（月）
広島三育学院 7月11日（木）
牛田新町 9月 4日（水）
中山 9月 6日（金）
安田 11月13日（水）
袋町 1月10日（金）
千田 1月14日（火）
基町 1月15日（水）
白島 1月17日（金）
戸坂 1月20日（月）
早稲田 1月24日（金）
大州 1月27日（月）
矢賀 1月28日（火）
牛田 2月 3日（月）

租
税
教
室

◆
租
税
教
室
の
開
催
状
況
◆

　

青
年
部
会
で
は
、
毎
年
、
小
学
6
年
生
の
児
童
を
対

象
に
、
青
年
部
会
員
が
講
師
と
な
り
、
税
の
意
義
や
役

割
な
ど
に
つ
い
て
授
業
を
行
う
租
税
教
室
を
開
催
し
て

い
ま
す
。

　

本
年
度
は
、
管
内
15
小
学
校
38
ク
ラ
ス
を
対
象
に
開

催
、
多
く
の
部
会
員
が
講
師
及
び
そ
の
補
助
者
と
し
て

参
加
し
ま
し
た
。

　

授
業
で
は
、
児
童
に
も
身
近
な
消
費
税
を
例
に
税
の

仕
組
を
説
明
す
る
ほ
か
、
ク
イ
ズ
形
式
を
取
り
入
れ
て

い
ま
す
。
本
年
度
か
ら
は
、児
童
が「
子
ど
も
・
大
人
・
お

年
寄
り
」の
3
世
代
に
わ
か
れ
て
、「
災
害
・
防
災
」
を

テ
ー
マ
に
税
の
使
い
道
に
つ
い
て
考
え
る
授
業
を
取
り

入
れ
ま
し
た
。
児
童
が
、
税
の
大
切
さ
を
分
か
り
や
す

く
、そ
し
て
楽
し
く
学
べ
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
も
、
青
年
部
会
で
は
、
積
極
的
に
租
税
教

育
活
動
に
取
り
組
む
所
存
で
す
。

�

（
青
年
部
会
組
織
委
員
長　

村
田
正
樹
）

租
税
教
室

◆
租
税
教
室
の
開
催
状
況
◆

今
年
度
15
小
学
校
、
38
ク
ラ
ス
を

対
象
に
開
催

※〈　〉内は開催小学校
　下は講義担当者
　（敬称略）



戸坂城山小学校（会長賞）

中山小学校（青年部会長賞） 牛田小学校（女性部会長賞）

広島三育学院小学校 幟町小学校
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小
学
校
全
19
校
に
夏
休
み
の
宿
題
と

し
て
、
税
に
関
す
る
絵
は
が
き
を
募
集

し
た
と
こ
ろ
、
昨
年
を
上
回
る
17
校
の

児
童（
1
、1
9
1
名
）か
ら
応
募
が
あ

り
ま
し
た
。
美
術
講
師
に
よ
る
審
査
結

果
、
優
秀
賞
10
点
、
入
選
17
点
を
選
定

し
、
さ
ら
に
優
秀
賞
の
中
か
ら
、
広
島

東
税
務
署
長
賞
、広
島
東
法
人
会
長
賞
、

女
性
部
会
長
賞
、
青
年
部
会
長
賞
を
選

考
し
ま
し
た
。
12
月
9
日
は
戸
坂
城
山

小
学
校
に
野
坂
会
長
、
12
月
5
日
は
中

山
小
学
校
に
小
川
青
年
部
会
長
、ま
た
、

11
月
26
日
は
牛
田
小
学
校
に
大
北
広
島

東
税
務
署
長
と
石
井
女
性
部
会
長
が
訪

問
し
、
そ
れ
ぞ
れ
表
彰
式
を
行
い
ま
し

た
。
入
賞
作
品
は
、
11
月
7
日
か
ら
11

月
26
日
ま
で
の
間
、
フ
ジ
グ
ラ
ン
広
島

に
展
示
さ
れ
ま
し
た
。

税
に
関
す
る
絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル

▼入賞作品でカレンダーを製作

2019年度 絵はがきコンクール
優秀賞等一覧表

区　分 小学校名 氏　名
広島東税務署長賞 牛田 仮野　　晄
広島東法人会 会長賞 戸坂城山 松岡　瞳美
広島東法人会 女性部会長賞 牛田 藤田　彩葉
広島東法人会 青年部会長賞 中山 高橋　采奈

優秀賞 白島 藤井　栞凛
〃 千田 武村　光咲
〃 牛田 木坂　咲貴
〃 牛田 佐藤　　心
〃 尾長 神田　れい
〃 中山 森山　莉奈
入　選 白島 伊藤由紀子
〃 白島 小笹山莉子
〃 幟町 鶴田　彩純
〃 袋町 山田　琴子
〃 竹屋 早川ひろは
〃 千田 榎　　優恭
〃 千田 貞保　夏輝
〃 戸坂 中居優衣菜
〃 戸坂 内田　丈翔
〃 早稲田 戸松　凜乃
〃 東浄 中野　莉緒
〃 牛田新町 大道　悠衣
〃 牛田新町 竹岡　寛太
〃 広島三育学院 曽田　千皓
〃 基町 原　　詩帆
〃 矢賀 福部　峻也
〃 大州 藤井　夢愛

入賞作品を
フジグラン広島に

展示

応募総数
1,191名

牛田小学校（広島東税務署長賞）




